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「民事訴訟の手続段階ごとに見たＩＴ化の視点」 

における主な本人訴訟の論点（抜粋） 

 

民事訴訟の手続段階ごとに見たＩＴ化の視点（その１） 

― 訴状の提出から第１回口頭弁論期日まで ― 

 

１  訴状の提出段階 

(4) 代理人として弁護士等がついていない本人訴訟において、オンラインでの

訴え提起を行う際のＩＴ面のサポート（ＩＴリテラシー支援策）として、ど

のような方策が考えられるか。ＩＴ面のサポート方策としては、その実施主

体や内容等について、様々な方策やアプローチが考えられるのではないか

（例えば、電子化を行うための支援センターを設け、紙媒体で作成されたも

のの電子データ化等の支援を行うことなどが考えられないか。）。他方、Ｉ

Ｔ面のサポートと法的側面のサポートとは、対象者やサポート内容を区別し

て考える必要があるのではないか。 

 

４ 被告に対する訴状の送達段階 

(4) 訴状の送達について、被告がＩＴツールを利用することに支障又は困難

があると思われる場合（例えば、被告が所在不明若しくは外国にいる場合

又はＩＴツールの利用に必要な資力等がない場合など）の対応についても、

考えていく必要があるのではないか。 

(5) 電子記録による送達を認める場合、被告となる者のうち、訴訟手続やＩ

Ｔツールに精通していない市民に対するサポート策として、どのような方

策が考えられるか。 

(6) e事件管理の観点から、被告が、訴状等の原告提出書面を容易かつ随時に

確認することができたり、原告が、被告への送達状況を速やかに確認する

ことができたりするようになる仕組みが有用と考えられるのではないか。 

  

資料１ 
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民事訴訟の手続段階ごとに見たＩＴ化の視点（その２） 

― 第１回口頭弁論期日の指定から争点整理手続まで ― 

 

３ 争点整理手続／期日における審理 

 

（争点整理手続のｅ事件管理） 

(11) e 事件管理の観点からは、争点整理手続期日の結果や次回期日の予定等

を当事者（当事者本人と代理人の双方）が容易かつ随時にオンラインで確認

することができる仕組みが有用と考えられるのではないか。これにより、裁

判所・双方当事者が争点整理手続期日で確認された進行計画やプロセスをオ

ンラインで容易に確認し共有することができ、当事者からの提出期限の遵守

も含めた進行予定の着実な実施と計画的審理の実現を期待することができ

るのではないか。 

 

（争点整理手続のＩＴ化のあい路） 

(12) 本人訴訟の場合におけるＩＴ面のサポート方策（ウェブ会議等の利用が

困難な場合等）について、他の場面と同様、必要かつ十分な対応を検討する

必要があるのではないか。ＩＴ面のサポート方策として、その実施主体や内

容等については様々な方策やアプローチが考えられるが、例えば、ウェブ会

議等で行う争点整理期日について、特に配意・対応すべき事項はあるか。 

 

４ 争点整理手続／期日間のやり取り・提出 

 

（オンラインでのやり取りのあい路） 

(5) 本人訴訟の場合におけるＩＴ面のサポート方策（オンラインでの電子情報

の授受が困難な場合等）や、情報セキュリティ対策についても、他の場面と

同様、必要かつ十分な対応をする必要があるのではないか。このような観点

から、期日間のやり取り･提出について、特に配意・対応すべき事項はある

か。 
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民事訴訟の手続段階ごとに見たＩＴ化の視点（その３） 

― 人証調べ・最終口頭弁論期日・判決言渡し ― 

 

１ 人証調べ期日の段階 

（人証調べ手続のＩＴ化のあい路） 

(10) 人証調べの場面でも、本人訴訟の場合におけるＩＴ面のサポート方策（ウ

ェブ会議等の利用が困難な場合等）について、他の場面と同様、必要かつ十

分な対応を検討する必要があるのではないか。例えば、ウェブ会議等で行う

人証調べについて、特に配意・対応すべき事項はあるか。 

 

（人証調べ手続のｅ事件管理） 

(12) e事件管理(e-Case Management)の観点からは、人証調べの予定や結果等

の情報についても、当事者（当事者本人と代理人の双方）が容易かつ随時に

オンラインで確認することができる仕組みが有用と考えられるのではない

か。 

 

２ 最終口頭弁論期日（弁論終結）の段階 

(2) e事件管理の観点からは、口頭弁論終結日、判決言渡し期日等の情報につ

いても、当事者（当事者本人と代理人の双方）が容易かつ随時にオンライン

で確認することができる仕組みが有用と考えられるのではないか。 

 

（判決書の送達の在り方） 

(7) 判決情報の電子的送達においても、他の論点と同様、本人訴訟の場合にお

けるＩＴ面でのサポート策や、情報セキュリティ対策について考えていく必

要があるのではないか。 

 


